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（ＮＯ．２）

※指標の数値は次年度実施の区政世論調査結果をそれぞれ活用している。

３　施策の評価と課題

４　今後の方向性

施策の目的達成に
向けての課題

○区内において防犯設備の新規設置が促進されるほか、今後経年劣化による機器の入れ替え
が見込まれるため、適切な時期に設備が更新されるよう働きかけていく必要がある。
○区民等へ防犯に対する基本的な知識を広め、さらなる防犯意識の普及・啓発を推進していく必
要がある。特に、高齢者を対象とした特殊詐欺については、新たな手口の犯罪が発生し被害が増
加していることから、最新の犯罪情報を周知していく必要がある。
○客引き行為対策については、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を見据えつつ、引
き続き中央区生活安全協議会で協議を進めるとともに、地域の防犯パトロール等自主的な防犯
活動への支援および警察署との連携を図りながら、対策の強化を推進していく必要がある。

2,639件

40.5％ 41.6％
防犯対策を行っていない区

民の割合
※

中央区政世論調査にお
いて、防犯のために行っ
ていることとして「特に何
もしていない」の回答率

刑法犯発生件数
区内の年間刑法犯発
生件数（暦年）

2,884件

○区政世論調査では、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に伴い、治安・防犯面を懸念する回答が７
割を超えていることから、区民が抱く不安を払拭するため、生活安全に関する正確な情報発信と知識の向上を図ってい
くとともに、防犯体制の強化に向けた取組を検討していく。
○防犯カメラについては、区政世論調査において、区に特に力を入れてほしい施策として「地域の防犯カメラや街路灯
の設置の推進」が５割近くと最も高かったことから、区内において設置地域が面的に広がるよう、東京都と連携した助成
制度および区単独の助成制度を活用し地域団体の負担軽減を図りながら新規設置を促進していくとともに、既設の設備
については、経年劣化に伴う更新が適切に行われるよう支援していく。
○防犯知識の普及・啓発および特殊詐欺等の犯罪を未然に防ぐため、犯罪情報等を配信する「安全・安心メール」の登
録を促進していく。
○客引き行為対策については、区・地域団体・警察等で積極的な情報共有および連携を図っていくとともに、対策を推
進する地域団体を対象とした補助事業の活用を促し、より実効性のある地域防犯体制の確立に向けて取り組んでいく。

客観的事実・デー
タに基づいた施
策の現状等

区内の刑法犯発生件数は、侵入窃盗が前年度から増加したものの、全体件数で14年連続で減
少しており、23区において４番目に件数が少ない区となっている。一方、振り込め詐欺等の特殊
詐欺については、前年度より８件増加している。なお、平成28年度の安全・安心メールで配信した
犯罪情報は65件であり、そのうち振り込め詐欺等に関する情報は、前年度より15件増加し、43件と
なった。

施策の
達成状況

判断
結果

順調 概ね順調 順調とはいえない

理由等
（評価）

○防犯設備整備費助成制度は拡充を行った平成24年度以降、着実に実績を増やしている。平
成26年度からは都の補助事業と連携した補助率の高い助成事業を構築したことにより、町会・自
治会等に積極的に活用され、地域における防犯カメラの設置台数が増加している。特に、平成28
年度には月島地域において防犯設備の整備が進んだ。
○共同住宅生活安全（防犯）アドバイザー派遣が活用され、効果的な防犯設備の整備が進むとと
もに、区民の防犯意識の高まりや自主的な防犯活動の活性化につながっている。
○安全・安心メールで犯罪情報を配信することにより、特殊詐欺等の犯罪被害が多い高齢者とそ
の家族へ注意喚起を図ることができた。
○客引き行為対策では、地域の防犯団体が実施する防犯パトロールに参加するとともに、区内警
察署との意見交換会を行うことにより、関係団体と連携を図ることができた。

指
標
等

施策の達成状況の目標
となる指標

内容（説明）

41.0％

2,615件 2,570件

指標の推移

27年度 28年度

2,700件

38.0％ 35.0％

29年度
（目標値）

23年度
（現状値） 26年度

１　施策の目的等 （ＮＯ．１）

２　施策の状況

継続

新規

施策評価シート

施策名 犯罪に強いまちづくりの推進 施策Ｎo 部課名 総務部危機管理課

関連部課名 ―
基本計画

（施策分野） 防災・危機管理

目的

○防犯知識の普及啓発や防犯活動への参加により、地域ぐるみの防犯力が向上し、誰もが住んでみた
   い・住み続けたいと思える安全・安心なまちになっている。
○武力攻撃事態等において、国や東京都の国民保護措置を踏まえ、区民の生命、身体および財産を保護
   できる環境が整っている。

アドバイザーの派遣実績は、24件（累計64件）
であった。そのうち18件（累計52件）で防犯カメ
ラ等が設置され、地域の防犯意識および防犯
力の向上に寄与することができた。

防犯設備整備費助成 防犯設備整備費助成　　75件

助成実績は26件（累計78件）で、そのうち16件
（累計21件）は、東京都の補助事業を活用した
助成事業で、区単独の助成事業は10件（累計
57件）であった。これにより、新たに138台（累計
439台）の防犯カメラが区内に整備され、安全で
安心なまちづくりに寄与することができた。

上
記
以
外
の
取
組

取組名 平成２８年度における事業の実施状況と成果

安全・安心メールの配信

地震・気象情報、区内で発生した犯罪情報、消費生活情報、その他緊急な情報を
伝達するため、「安全・安心メール」を配信している。平成28年度は防犯情報を65
件配信し、主なものは振り込め詐欺が43件、不審者情報が13件であった。平成27
年12月から夜間・休日も迅速に情報発信できる体制を整備し防犯意識の向上に
寄与することができた。

中央区生活安全協議会の開催

安全で安心なまちづくりを推進するため、学識経験者や地域関係者、警察、消防
等で構成する中央区生活安全協議会を２回開催した。協議会では区、警察、消
防の活動状況に関する報告のほか、地域における防犯設備の設置状況やその効
果等について情報共有と意見交換を行った。

計
画
事
業
の
状
況

計画事業名 事業計画（平成２５～２９年度） 平成２８年度における事業の実施状況と成果

共同住宅生活安全（防犯）
アドバイザー派遣

共同住宅生活安全（防犯）アドバ
イザー派遣　　75回

生活安全講習会の開催

消費生活センターと連携し、勝どき敬老館において生活安全講習会を開催した。
漫才等の話芸も交え、振り込め詐欺の被害が多い高齢者にも分かりやすい方法
で防犯情報の普及・啓発を図ることができた。

国民保護対策の推進

国民の保護に関する国の基本指針や東京都国民保護計画の変更を受けて平成
28年４月に中央区国民保護計画を変更した。計画の概要版を窓口配布するととも
に、区ホームページに情報を掲載し周知を図った。

安全・安心ハンドブックの配布

「安全・安心ハンドブック」の内容を更新し全戸配布することにより、犯罪の傾向と
対策や区の防犯対策事業を紹介するなど、区民への防犯意識や知識の向上を
図った。
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（ＮＯ．２）

※指標の数値は次年度実施の区政世論調査結果をそれぞれ活用している。

３　施策の評価と課題

４　今後の方向性

施策の目的達成に
向けての課題

○区内において防犯設備の新規設置が促進されるほか、今後経年劣化による機器の入れ替え
が見込まれるため、適切な時期に設備が更新されるよう働きかけていく必要がある。
○区民等へ防犯に対する基本的な知識を広め、さらなる防犯意識の普及・啓発を推進していく必
要がある。特に、高齢者を対象とした特殊詐欺については、新たな手口の犯罪が発生し被害が増
加していることから、最新の犯罪情報を周知していく必要がある。
○客引き行為対策については、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を見据えつつ、引
き続き中央区生活安全協議会で協議を進めるとともに、地域の防犯パトロール等自主的な防犯
活動への支援および警察署との連携を図りながら、対策の強化を推進していく必要がある。

2,639件

40.5％ 41.6％
防犯対策を行っていない区

民の割合
※

中央区政世論調査にお
いて、防犯のために行っ
ていることとして「特に何
もしていない」の回答率

刑法犯発生件数
区内の年間刑法犯発
生件数（暦年）

2,884件

○区政世論調査では、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に伴い、治安・防犯面を懸念する回答が７
割を超えていることから、区民が抱く不安を払拭するため、生活安全に関する正確な情報発信と知識の向上を図ってい
くとともに、防犯体制の強化に向けた取組を検討していく。
○防犯カメラについては、区政世論調査において、区に特に力を入れてほしい施策として「地域の防犯カメラや街路灯
の設置の推進」が５割近くと最も高かったことから、区内において設置地域が面的に広がるよう、東京都と連携した助成
制度および区単独の助成制度を活用し地域団体の負担軽減を図りながら新規設置を促進していくとともに、既設の設備
については、経年劣化に伴う更新が適切に行われるよう支援していく。
○防犯知識の普及・啓発および特殊詐欺等の犯罪を未然に防ぐため、犯罪情報等を配信する「安全・安心メール」の登
録を促進していく。
○客引き行為対策については、区・地域団体・警察等で積極的な情報共有および連携を図っていくとともに、対策を推
進する地域団体を対象とした補助事業の活用を促し、より実効性のある地域防犯体制の確立に向けて取り組んでいく。

客観的事実・デー
タに基づいた施
策の現状等

区内の刑法犯発生件数は、侵入窃盗が前年度から増加したものの、全体件数で14年連続で減
少しており、23区において４番目に件数が少ない区となっている。一方、振り込め詐欺等の特殊
詐欺については、前年度より８件増加している。なお、平成28年度の安全・安心メールで配信した
犯罪情報は65件であり、そのうち振り込め詐欺等に関する情報は、前年度より15件増加し、43件と
なった。

施策の
達成状況

判断
結果

順調 概ね順調 順調とはいえない

理由等
（評価）

○防犯設備整備費助成制度は拡充を行った平成24年度以降、着実に実績を増やしている。平
成26年度からは都の補助事業と連携した補助率の高い助成事業を構築したことにより、町会・自
治会等に積極的に活用され、地域における防犯カメラの設置台数が増加している。特に、平成28
年度には月島地域において防犯設備の整備が進んだ。
○共同住宅生活安全（防犯）アドバイザー派遣が活用され、効果的な防犯設備の整備が進むとと
もに、区民の防犯意識の高まりや自主的な防犯活動の活性化につながっている。
○安全・安心メールで犯罪情報を配信することにより、特殊詐欺等の犯罪被害が多い高齢者とそ
の家族へ注意喚起を図ることができた。
○客引き行為対策では、地域の防犯団体が実施する防犯パトロールに参加するとともに、区内警
察署との意見交換会を行うことにより、関係団体と連携を図ることができた。

指
標
等

施策の達成状況の目標
となる指標

内容（説明）

41.0％

2,615件 2,570件

指標の推移

27年度 28年度

2,700件

38.0％ 35.0％

29年度
（目標値）

23年度
（現状値） 26年度
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